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厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R4年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

普及・啓発 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

伊藤孝史 島根大学附属病院 准教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

西尾妙織 北海道大学病院 講師 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

今澤俊之 独立行政法人国立病院機構（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

要 伸也 杏林大学 教授 

成田一衛 新潟大学 教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

内田治仁 岡山大学 教授 

寺田典生 高知大学 教授 

向山政志 熊本大学 教授 

桒原孝成 熊本大学 准教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

 

研究要旨  

全国：各都道府県で研究分担者（日本腎臓病協会ブロック長）と日本腎臓病協会の各都道府県幹事を

中心に、行政と連携した CKD普及啓発活動を展開した。またこれまでの取り組みを visual abstract

として、新たに立ち上げた研究班ホームページのＣＫＤ対策支援データベースに掲載した。さらにこ

れまでに作成された啓発用資材の活用を促進するため、新たに立ち上げた研究班ホームページにダウ

ンロード可能な形で公開した。 

北北海道ブロック：北海道の特定健診受診者約 15,000 名に対して CKD 認知度アンケートを行った。

「慢性腎臓病」は、「知っている」と「聞いたことがある」をあわせるとアンケート対象者の約 2/3で

あったが、一方「CKD」の認知度は、「知っている」と「聞いたことがある」をあわせても 19%と低値

であった。CKD重症化予防のために、国民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに CKDの重要性

の理解が深まるよう、今後も継続した CKD 普及啓発活動が必要である。 

南北海道ブロック：医師・薬剤師・保健師・栄養士など多職種に向けての講演会を行った。また、市

民公開講座を行い、市民に対しての啓発も行った。 

東北ブロック：東北ブロック各県で様々な媒体（マスメディア、紙媒体、動画サイト）や対面での集

会（公開講座、講演、講話等）を用いた幅広い対象（一般市民、患者、医療スタッフ、かかりつけ医）

に対する普及啓発活動が展開した。 

北関東ブロック：北関東ブロックでの CKD啓発のための市民公開講座を開催した。患者向け冊子 Beans

の更新を行い、患者、家族に配布した。 

北陸ブロック：北陸ブロック（新潟県、富山県、石川県、福井県）で、それぞれ CKD啓発および対

策が推進され、それらの活動内容はブロック内で共有された。新潟県では CKDシールを配布し、薬

剤師、行政、看護師など多職種連携を進める取り組みが効果を上げた。 

東海ブロック：腎疾患対策について、医師ならびに腎臓病療養指導士向けの研究会を開催した。ま

た、市民向けに新聞掲載を 2回、また世界腎臓デーに合わせ、地方情報誌に世界腎臓デーの普及チ

ラシを掲載した。 

中国ブロック：CKD普及啓発活動の推進、普及啓発資材の活用と新たな展開を目標に活動を行おうと

したものの、新型コロナウイルス感染により集合形式での十分な活動はできなかったが、普及啓発

資材はしっかり使用されていた。今後新たなステージに入れば、今までのノウハウを活用して、活
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動していきたい。 

四国ブロック：四国各県において啓発イベント等は新型コロナウイルス感染対策の面で計画通りには

実施できなかったが、高知県においては、3月 9日に CKD啓発講演会を対面+Web開催で行った。香川

県においては 3月 5日に CKD啓発街頭キャンペーンをおこなった。 

九州・沖縄ブロック、熊本市：ブロック内での普及啓発に取り組んだ。さらに、世界腎臓デーを中

心に各地で普及啓発資材を活用した活動を行うとともに、ブロック研究会を開催し、各地域におけ

る発表の共有を行った。2023 年 3月 9日に CKD 対策推進研究会 in 九州を開催した。九州全土から

医師や保健師の方々の CKDに対する取り組みが発表なされた。久留米地区においても、12月 6日に

CKD 対策推進研究会を開催した。今後も市町村とも連携し、CKD対策、透析導入阻止に向けた CKD普

及啓発活動を隅々まで行っていく。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府

県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

特に普及、啓発の柱では、 

（1）CKD対策部会の各ブロック長（分担研究者）・

各都道府県幹事（研究協力者）による腎臓専門

医、かかりつけ医、行政と連携した普及啓発活

動の推進 

（2）普及啓発資材の利活用の推進と新たな開発 

 これまでに作成された資材の有効利用を推

進し、また必要に応じて新たに作成する。 

 

Ｂ．研究方法 

北北海道ブロック： 

日本腎臓病協会 CKD対策部会の北北海道・南北

海道の一般住民における CKD認知度の実態調査を

行い、今後の普及啓発活動に活用する。 

2019年 4月から 9月までに、北海道市町村にお

いて特定健診を受診し、慢性腎臓病（CKD）認知度

調査に回答された方のアンケート結果を後ろ向

きに解析した。 

 

南北海道ブロック： 

南北海道ブロックは、札幌、道南、胆振、十勝、

釧路、北見エリアをカバーする。それぞれのエリ

アにリーダーを置き、エリアの状況に応じた CKD

対策を行った。 

 

東北ブロック： 

各県で様々な媒体（マスメディア、紙媒体、動

画サイト）や対面での集会（公開講座、講演、講

話等）を用いた幅広い対象（一般市民、患者、医

療スタッフ、かかりつけ医）に対する普及啓発活

動を展開する。 

 

北関東ブロック： 

Covid19 感染症蔓延下で、集合での市民公開講

座の開催が困難な状況が続いていたが、COVID-19

感染症蔓延３年目にはいり、感染状況ピークの合

間を縫って、各地で市民公開講座の開催を人数制

限、会場での様々な工夫の上で開催されるように

なった。 

Beans については、毎年、内容の改訂更新を行

いながら、本研究の経費を基に印刷を行い、各県

の主要施設にて配布している。 

 

東京ブロック： 

東京慈恵会医科大学葛飾医療センター内で既

に運用されていた CKDシールを、院外でも運用す

るための検討を行った。 

 

南関東ブロック、千葉県： 

おくすり手帳を利用した CKD シール添付を、

CKD対策協力医、腎臓専門医、調剤薬局にて推進

する。 
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中国ブロック： 

（１）CKD普及啓発活動の推進 

各都道府県責任者を中心に、行政と連携した

CKD 普及啓発活動を実施し、年度末ごとに実施状

況をモニタリングする。 

（２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

これまでに作成された資材の活用を促進する。 

 

九州・沖縄ブロック： 

地域における CKD の普及啓発を推進するため、

多職種間を含めた会議・研究会等による進捗の確

認、情報共有を行う。また、行政と協同して普及

啓発資材を活用した啓発活動を行う。 

CKD 普及啓発活動が、透析導入阻止に如何に効

果を発揮するかについて、九州全土と久留米（筑

後）地区において、検討を行う。今回、実際に各

都道府県の実績や工夫などを共有するために web

を用いて研究会を開催した。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

Ｃ．研究結果 

[北北海道ブロック] 

慢性腎臓病（CKD）認知度調査 

実施期間：2019 年 4月－9月 

対象：国保特定健診受診者 

北海道 179市町村中 58市町、15,012 名より回

答が得られた。 

 

 
「CKD」と「慢性腎臓病」では認知度が明らかに異

なっていることが判明した。 

 

 

 
慢性腎臓病（CKD）という言葉を知る機会に関す

る質問に対して、複数回答可で回答をまとめたと

ころ、「テレビ」が 32.3％と一番多く、「新聞」が

15.3％とそれに続いた。 

 

 
慢性腎臓病（CKD）の診断に関する理解度に関し

ては、複数回答可で回答をまとめたところ、「タン

パク尿」が 39.2％、「血尿」が 21.7％、「GFR」が

14.7％であった．一方で、「血糖値」や「血圧」、

「腹囲」を選択した方がそれぞれ 23.8％、13.2％、 

2.3％であった。 

 

 
年代別の検討では、慢性腎臓病・CKD ともに高

齢になるほど認知度が高くなる傾向にあった。慢

性腎臓病・CKDを知る機会でも、高齢になるほど、

テレビ・新聞が多くなる傾向にあった。 

 

 
 一方、慢性腎臓病・CKD の診断に関する理解度

に関しては、高齢になるほど正解率。不正解率と

もに低くなる傾向がみられた。 

 

[南北海道ブロック] 

各エリアにより医師のみならず、薬剤師・保健

師・栄養士など多職種に向けての講演会や勉強会

を行った。7 月には北北海道のエリア代表、医師

会、多職種合同の大規模な意見交換と講演会を行

った。市民公開講座も開催した。今年度は一部オ

ンラインのみでなく、ハイブリッド形式で行い、



別紙４ 

28 
 

以前よりは対面で普及啓発を行える機会が増え

た。 

 

[東北ブロック] 

2022 年度に東北ブロックの各県で展開された

活動を各県ごとに示す。 

 

青森県（代表：中村典雄、地区幹事：貝塚満明） 

• 講演会の実施：八戸の腎疾患診療連携を考える

会（2023年 3月 9日、八戸市：2020年から継続、

世界腎臓デーに合わせ弘前大学腎臓内科、岩手

医科大学腎・高血圧内科のコラボレーションで

実施、【対象】かかりつけ医、【内容】講演＋パネ

ルディスカッション） 

 

岩手県（代表：相馬淳、地区幹事：田中文隆） 

• マスメディアの活用：エフエム岩手医療情報

番組「岩手医科大学〜いのちから〜」（毎週日

曜日 9：30〜9：55）（2022年 5月 22日、29日、

全県放送、【対象】一般市民、患者、【内容】ネ

フローゼ症候群について） 

• 疾患啓発チラシの配布：岩手県作成（2022 年

度から、行政（県）、健診機関、専門医療機関

の連携を目的に、県内全域（市町村）の特定健

診や健診・検診機関で配布を開始、【対象】健

診受診者、【内容】疾患啓発、受診勧奨基準な

ど） 

 

宮城県（代表：宮崎真理子、地区幹事：杉浦章） 

• 啓発キャンペーンの継続：脱メタボ！宮城健

康 3.15.0(サイコー)宣言（「減塩あと 3g」「歩

こうあと 15 分」「めざせ受動喫煙・むし歯 0」

の達成に向けて、県民一丸となった健康づく

りを推し進める宮城県の取り組みを継続 

• 公開講座の実施：大崎・栗原医療圏での対面イ

ベントでの啓発講話（2022年 8月 29 日岩出山

地区健康教室、11 月 5 日糖尿病重症化予防健

康教育（健診受診勧奨者対象）、12月 1日食生

活改善推進委員向け医師講話、【対象】一般市

民、【内容】演題『あなたの腎臓大丈夫？』と

いう内容で CKD の講話に加え血圧測定、尿タ

ンパク測定実施） 

 

秋田県（代表：小松田敦、地区幹事：大谷浩） 

• 疾患啓蒙チラシの配布：秋田県作成（【内容】

秋田県糖尿病重症化予防プログラム改訂の周

知） 

 

山形県（代表：今田恒雄、地区幹事：出川紀行） 

• 公開講座の実施：上山市、寒河江市 

• 懸垂幕・バナーの設置：北村山公立病院、山形

大学医学部附属病院 

 

福島県（代表：風間順一郎） 

• 啓発動画によるプロモーション：福島医大腎

臓高血圧内科学／先端地域生活習慣病治療学

講座作成（配信媒体：YouTubeチャンネル、福

島医大腎臓高血圧内科学／先端地域生活習慣

病治療学講座 HP、東邦銀行各営業所待合室、

南相馬チャンネル（ケーブルテレビ）で公開

【対象】一般市民、【内容】疾患啓発） 

 

[北関東ブロック] 

新型コロナ感染症蔓延下であったが、令和 4年

度には市民公開講座は茨城県で 5 回、山梨県で 3

回、群馬県で 2回の開催にこぎつけることができ

た。 

Beans は各県代表間で内容の再確認を行い修正の

上、各県 1000部の冊子体を病院等にて配布した。 

 

[東京ブロック] 

3 種の CKD シール（eGFR30-45、eGFR<30、維持

透析）を作成した。さらに、使用開始時期や協力

依頼の方法等について、葛飾区薬剤師会との調整

は完了した。さらに、葛飾区医師会、葛飾区との

調整を継続している。 

 

[南関東ブロック] 

千葉県では、CKD 重症化予防対策として、国保

特定健診受診者から CKD 患者を抽出し、CKD 対策

協力医へ受診勧奨する取り組みが一部の市町村

レベルで開始されている。また多職種連携促進の

一環として CKDシールを作成し、お薬手帳に貼付

している。 

 
神奈川県では CKD対策連携協議会のもとで、 

県民向けの講演会を開催し、リーフレットを作成

している。 
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[北陸ブロック] 

CKD 啓発活動は各県で活発に行われた。市民公

開講座の開催、CKD啓発のための横断幕、などが

各県で積極的に行われた。 

 

＜市民公開セミナー開催＞ 

2022年 11月 13日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜CKD啓発懸垂幕掲載：新潟市役所＞ 

2023年 2月 27日〜2023年 3月 12日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜佐渡啓発チラシ配布＞ 

 
 

＜健康立県にいがた 公式 Twitter＞ 

https://twitter.com/Niigata_kenko 

CKD啓発資料掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://twitter.com/Niigata_kenko
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[東海ブロック] 

腎疾患対策について、医師ならびに腎臓病療養指

導士向けの研究会を開催した。また、市民向けに

新聞掲載を 2回、また世界腎臓デーに合わせ、地

方情報誌に世界腎臓デーの普及チラシを掲載し

た。 

 
世界腎臓デー 新聞掲載特集 

 

 
世界腎臓デー ポスター 

 

[中国ブロック] 

島根県では、 

（１）2021年度も島根県内では行政と連携した世

界腎臓デーにあわせたイベントは開催できてい

ない。 

（２）2020年度には島根県内の全郡市にロールア

ップバナーを配布し、世界腎臓デーの際に使用し

ていただくように依頼した。2021 年度も県庁、市

役所や役場でロールアップバナーを使用してい

ただいた。また、出雲市では市役所に世界腎臓デ

ーの 2 週間前から懸垂幕を掲示していただいた。 

島根大学医学部附属病院では、世界腎臓デーの

期間のみならず、CKD 啓発のデジタルサイネージ

を外来受付、内科外来待合で放映した。 

 

 
 

岡山県では、感染に十分配慮した形で、①啓発

イベントと②CKD 県民公開講座を行うこととした。 

①啓発イベントとして、CKD に関するチラシや

ノベルティグッズの配布（600部）、CKD啓発動画

の放映、クイズラリーを開催した。 

 
クイズラリーのアンケート結果から、参加者は 10

才未満から 70 歳以上まで幅広い年齢層の方であ

ったが、60 歳以上の方がおおよそ半数であった。

これらのイベントを知った経緯としては、通りす

がりと回答した方が 58%、新聞から知ったと回答

した方が 20%であった。ノベルティグッズとして

今年度は CKDカレンダー、除菌ウェットティッシ

ュと除菌スプレーを作成し配布したところ、これ

らに掲載されている二次元バーコードを通じて

CKD クイズに挑戦し回答した方がイベント当日に

11名いた。 

②現地開催／Web 開催のハイブリッド方式で

CKD県民公開講座を行った。 
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現地参加者が 81名と昨年より倍増、Web参加者が

68名と昨年とほぼ同数であった 

③懸垂幕掲出、ロールアップバナー、デジタル

サイネージで動画放映、ポスター作成し掲示、TV

の情報番組コーナーでの紹介、のぼり作成など行

った。岡山市役所、市内デパートで懸垂幕の掲出

を行った。また岡山県内 27 市町村すべてにロー

ルアップバナーを配布した。岡山駅前や岡山市内

各区役所などでデジタルサイネージに動画を放

映した。ポスターの配布は、医療機関のみならず

今年度は県薬剤師会と新たに協力体制を作り県

内約 800ある薬局に掲示していただけた。地元 TV

局の情報番組コーナーで①②イベントの意義に

ついて紹介した（図１）。のぼりは各保健所、市町

村役場、病院やクリニックに配布し活用を依頼し

た。 

 

[四国ブロック] 

四国各県において啓発イベント等は新型コロナ

ウイルス感染対策の面で計画通りには実施でき

なかったが、高知県においては、3 月 9 日に CKD

啓発講演会を対面+Web開催で行った。香川県にお

いては 3月 5日に CKD啓発街頭キャンペーンをお

こなった。 

 

[九州・沖縄ブロック] 

行政と協同して、県内および九州・沖縄ブロッ

クを対象とした講演会・研究会を開催した。さら

に、「世界腎臓デー」を中心に駅やビルでの懸垂幕

掲示、行政機関や学校でロールアップバナー掲示

等の普及啓発資材を用いた啓発活動を行った。 

久留米地区においても、“つなぐ”をテーマとし

て久留米市、腎臓専門医会、医師会、糖尿病専

門医会が協議を行い、患者の早期受診勧奨につ

いて話し合いを行ったが、医師側・患者側の両

者に専門医受診への高いハードルがあるなどの

問題が判明し、今後解決作を検討することとな

った。また、久留米市の新規透析導入患者は減

少しており、CKD対策が効果的であることが分か

った。 

 

[定点観測] 

・千葉県 

新規での CKDシールの添付枚数も、3,086 枚から

4,222枚へと増加している。県民啓発用の CKDリ

ーフレット（CKD対策協力医リストを見ることが

できる QRコード付き）の配布も行っている（計

70,000 枚） 

 

・熊本市 

熊本市行政区（中央、東、西、南、北）各地域に

おける子供とその親世代を対象とした啓発イベ

ント 

上記啓発イベントへの腎臓病療養指導士の参画 

市内小学校児童へ配布する広報誌への CKD啓発記

事掲載（CKDシール周知も含めて） 

LINEでの情報発信 

市政だよりへの記事掲載 

市役所庁舎内モニターでの JKA啓発ビデオ放映 

市民公開講座での講演と講演会会場での JKA啓発 

ビデオ放映 

生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パーソ 

ナリティーと向山教授との共演による CKD啓発ラ

ジオ番組放送 
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Ｄ．考察 

北北海道ブロック：今回の調査により、2019年度

での慢性腎臓病／CKD の認知度が「知っている」

という回答が 50％にも届いていないという実態

が判明した。特に「CKD」の認知度は、「知ってい

る」と「聞いたことがある」をあわせても 19%と

低値であった。一方、「慢性腎臓病」に関しては、

「知っている」と「聞いたことがある」をあわせ

るとアンケート対象者の約 2/3であったことから、

認知度自体は上昇していると考えられる。しかし、

残りの約 1/3 は、まだ「慢性腎臓病」／「CKD」

という単語を聞いたことさえない、ということで

あり、今後も啓発活動が必要であると考えられた。

次に、「慢性腎臓病」と「CKD」の認知度に大きな

差があることが明らかとなった。この認知度の差

の理由として、「CKD」という語句が、一見して腎

臓病の単語であることを想像させにくいため、

「慢性腎臓病」＝「CKD」という概念がなかなか定

着しにくい可能性が考えられる。今後の啓発活動

において、「慢性腎臓病」をまず広めていくのがよ

いのか、「CKD」を腎臓病とリンクさせて同時に広

めていくのがよいのか、受け手に理解しやすい形

で啓発活動を進めていく戦略が重要であると思

われる。 

 慢性腎臓病／CKD の知識・情報を得る手段と

しては、テレビが一番多く、ついで新聞が二番

目に多かった。テレビは受動的情報を入手しや

すく、今なお医療に関する情報収集においても

中心的役割を果たしていると考えられた。様々

な情報が氾濫した現在において、今後社会の変

化にあわせて、普及啓発の手段も変化させてい

くべきであるが、現状では、テレビや新聞とい

ったマスメディアを積極的に活用した啓発手段

が有用と思われた。 

 

南北海道ブロック：コロナ禍であり、医師不足

のエリアに関しては、CKD対策に多くの時間を費

やすことができない状況ではあったが、コロナ

患者が減少傾向となってからは、比較的活動が

できた。今後は、コロナの状況が変更となるこ

とで、これまで以上に普及啓発活動が行えると

考える。 

東北ブロック：各県ともにそれぞれの問題意

識に基づき、様々な媒体、対面での集会を活用

して継続的に普及啓発の活動が展開されたと

考えられる。コロナ禍の中で対面形式での活動

が制約された中で東北ブロックにおいても新

しい媒体を用いた啓発活動が展開している。 

今後活動形式や媒体による啓発の効果や作業

の効率を改めて検証し、各県で事例を共有しつ

つ好事例を横展開してゆくことが望まれる。 

 

北関東ブロック：COVID-19感染が令和 4年で流行

3 年目となり、患者数の落ち着いたタイミングで

多くの工夫をしながら一部の地区での再開でき

た。Beansは連続して各県に配布を行っているが、

好評で PDFをもとに追加での印刷を自己資金で行

う県もあった。CKD への対応について、具体的に

役立つものと思われた。 

 

東京ブロック：CKD シールは、医療機関と地域保

険薬局との連携強化により、薬局での処方監査や

疑義照会において活用されることが多いが、多職

種連携、院内他科との連携、行政との連携、市民

への CKD認知度向上等、様々な目的に使用しうる

ツールと考えられることから、より効果的な実装

方法を検討する必要がある。 

 

北陸ブロック：CKD啓発活動は活発に行われてい

る。この情報の共有も効果が上がっていると考

える。一方で、一般市民における CKD認知度

は、改善の余地がある。特に若年〜壮年の世代

への効果的な働きかけについては、SNS等の活用

など新たな取り組みが求められる。 

 

中国ブロック： 

島根県では、2022年度は新型コロナウイルス

感染が下火になってきたが、感染対策等の問題

から行政と連携した CKD普及啓発活動は実施で

きていない。今後新型コロナウイルス感染が 5

類に引き下げられた場合には、ノウハウや啓発

CKD（慢性腎臓病）対策推進病診連携に関する調査 回答方法 

 
熊本市ホームページから以下の手順でアンケートを開き、ご回答ください。 
① 熊本市ホームページから「病診連携」で検索 
② 「ネットワークで進める熊本市 CKD（慢性腎臓病）対策」をクリック 

   以下の画面になります↓ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ ここをクリックすると、左のよ

うにアンケート入力システム

の URL と二次元コードが表

示されます。 
④ URL をクリック、又は二次元

コード読み込みでアンケート

を開き、回答してください。 
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資材は持っており、いつでも再開は可能であ

る。市民公開講座等はできていないが、全内各

地ではロールアップバナーを使用していただい

ており、行政の認知度は確実にアップしてい

る。今後は腎臓専門医のみならず腎臓病療養指

導士にも積極的に参画していただけるように計

画していく。 

岡山では、Withコロナ時代の普及啓発は、対面

のみならず、新聞や TVなどの従来の方法、さらに

は DX や SNS などを活用する方法など、様々な手

段で啓発することが可能である。またあらゆる年

齢層において、より効果的な普及啓発の手段は異

なっている。SNS や動画をより活用する世代もあ

れば新聞や TV を情報収集の主メディアとする世

代もある。ライフスタイルによって情報収集の形

態も多様化しており、普及啓発の在り方も多様化

するべきであると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック：各地域での CKD対策推進に

より、実地医家および一般市民に対する CKD普及

啓発傾向が進んでいるが、やや地域における不均

一性がみられ、より一貫した対策が望まれる。 

筑後地区においても実際に普及啓発がうまく

進んでいる地区とそうでない地区が存在する。

隅々まで CKD普及啓発が浸透するための方策が今

後は必要と思われた。 

 

 

Ｅ．結論 

全体：各都道府県一部の都道府県ではＣＫＤ（も

しくは慢性腎臓病）の疾患概念についての普及度

のモニタリングがなされ、概ね増加傾向が確認さ

れた。ただし若年層での普及度はまだ低めにとど

まっており、ＳＮＳを含む様々な媒体を介した情

報発信が必要と考えられる。 

 

北北海道ブロック：CKD 重症化予防のために、国

民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに

CKD の重要性の理解が深まるように、今後も継続

した CKD 普及啓発活動が必要である。 

南北海道ブロック：コロナ禍ではあったが、講演

会や勉強会などを通して普及啓発活動を行う事

ができた。 

東北ブロック：コロナ禍の中、2022年度も東北ブ

ロック各県で普及啓発活動が活発に展開された。 

北関東ブロック：新型コロナウィルス感染蔓延下

であったが、徐々に市民への啓発活動の活性化が

みられた。 

東京ブロック：CKD シールの都内全域への普及を

目指す予定である。 

北陸ブロック：それぞれの CKD対策の取り組み

は各県単位で、地域の医療状況に合わせた形で

推進された。またそれらの情報を共有すること

により、改善が進むため、今後の効果が期待さ

れる。 

中国ブロック： 

島根県では、新型コロナウイルス感染の影響で、

今年度も集合形式での普及啓発活動はできなか

ったが、これまでに作成された普及啓発資材は疲

れていた。今までのノウハウを活かして、次年度

はしっかり活動したい。 

岡山県では、感染対策に配慮すると、多様な形で

の普及啓発の在り方を考えるほうがより効果的

であると考えられた。 

九州・沖縄ブロック：地域における普及啓発充実

のため、より多職種連携の強化、行政の取組が必

要である。 

CKD普及啓発活動は CKD患者の透析導入を阻止し

うる可能性がある。 

 

 

F. 健康危機情報 

なし 
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Koichi Asahi, Tsuyoshi Watanabe, Kazuhiko 

Tsuruya. Height Loss Is Associated With 

Decreased Kidney Function: The Japan 

Specific Health Checkups (J-SHC) Study. 
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ASN KIDNEY WEEK2022. 2022.11.3-6. オーラ

ンド．ポスター. 海外 

7. Hikari Tasaki, Masahiro Eriguchi, Hisako 

Yoshida, Takayuki Uemura, Masatoshi 

Nishimoto, Takaaki Kosugi, Masaru Matsui, 

Ken-ichi Samejima, Masato Kasahara, 

Kunitoshi Iseki, Koichi Asahi, Kunihiro 

Yamagata,Tsuneo Konta, Shouichi Fujimoto, 

Ichiei Narita, Yugo Shibagaki, Toshiki 

Moriyama, TsuyoshiWatanabe, Kazuhiko 

Tsuruya. Synergistic Effect of 

Proteinuria on Hematuria-Related Decline 

in Kidney Function: The Japan Specific 

Health Checkups (J-SHC) Study． ASN KIDNEY 

WEEK2022. 2022.11.3-6. オーランド．ポスタ

ー. 海外 

8. 米倉由利子、岡田浩一、柏原直樹、成田一衛、

和田隆志、山縣邦弘．日本の進行期 CKD 患者に

おける保存的腎臓療法希望者の実態～REACH-

J-CKD コホート研究から～．第 65 回日本腎臓

学会学術総会．2022 年 6 月 10 日～12 日．神

戸．ポスター 
 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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